
A Fundamental Study on the Period for Integrated
Studies that Contributes to the Cultivation of
Non-cognitive Skills

言語: jpn

出版者: 

公開日: 2020-04-13

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 加藤, 智

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/10297/00027277URL



教科開発学論集 第8号（2020年）  

  

 

 

【 論文 】  

非認知的スキルの育成に資する総合的な学習の時間に関する基礎的研究 

 

 加 藤   智 
愛知教育大学大学院･静岡大学大学院教育学研究科共同教科開発学専攻 

 

要約 

近年，「非認知的スキル(non-cognitive skills)」が国際的に注目されている。我が国においても，今次改訂の学習

指導要領では，育成を目指す資質・能力の一つに，学びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力，人間

性等」が掲げられた。我が国では，とりわけ総合的な学習の時間が非認知的スキルの育成に重きを置いているが，

総合的な学習の時間の取り組みには多くの課題がある。 

本研究は，近年の研究で非認知的スキルを向上させることが明らかとなっているサービス・ラーニングに着目

し，児童生徒が主体的に社会や地域に参画することが期待される総合的な学習の時間にサービス・ラーニングを

導入する「サービス・ラーニング型」総合的な学習の時間について検討した。①児童生徒の声を取り入れる，②

コミュニティのパートナーを巻き込む，③リフレクションの機会を提供する，の３点の特質を有する「サービス・

ラーニング型」総合的な学習の時間が児童生徒の「自己効力感」，「動機付け」，「メタ認知方略」，「社会的スキル」

といった非認知的スキルの育成に寄与すること，総合的な学習の時間の一層の充実に繋がることが見出された。 

 

キーワード 

 総合的な学習の時間，サービス・ラーニング，非認知的スキル 

 

１ 本研究の背景と目的 

（１）非認知的スキルに関する注目 

近年，「非認知的スキル(non-cognitive skills)」が国際的

に注目されている。非認知的スキルが注目を集めるよう

になったのは，2000 年にノーベル経済学賞を受賞したヘ

ックマン（Heckman）の研究成果によるところが大きい
1。ヘックマンは，40 年にわたる追跡調査により，記憶力

や学力，知能指数（IQ）などのいわゆる「賢さ」に関す

る認知的スキル（cognitive skills）よりも，認知的ではな

いスキル，すなわち，忍耐力や協調性といった非認知的

なスキルが社会的成功に結びつきやすいことを指摘して

いる。近年では，ダックワース（Duckworth）が提唱した

「やり抜く力（grit）」も注目されている2。OECD（2015）

は「健康に関する成果と主観的ウェルビーイングの向上，

反社会的行動の減少などに特に強い影響を及ぼしている」
3と非認知的スキルの重要性を指摘している。 

我が国においても，2017 年（高等学校は 2018 年）に

改訂された学習指導要領では，育成を目指す資質・能力

の一つに，学びを人生や社会に生かそうとする「学びに

向かう力，人間性等」が掲げられた。「学びに向かう力，

人間性等」とは，「主体的に学習に取り組む態度も含めた

学びに向かう力や，自己の感情や行動を統制する能力，

自らの思考のプロセス等を客観的に捉える力など，いわ

ゆる『メタ認知』に関するもの」と「多様性を尊重する

態度と互いのよさを生かして協働する力，持続可能な社

会づくりに向けた態度，リーダーシップやチームワーク，

感性，優しさや思いやりなど，人間性等に関するもの」

と整理されており4，これらの資質・能力は非認知的スキ

ルに該当するものと解釈することができる。そして，

OECD（2015）は，我が国の非認知的スキルの育成を担う

教科等として「総合的な学習の時間」（以下，総合的学習）

を挙げている5（高等学校は 2018 年の学習指導要領の改

訂で「総合的な探究の時間」に改められたが，本稿では

特に区別をしない）。 

（２）総合的学習の現状と課題 

総合的学習は，1998（平成 10）年告示の学習指導要領

において正式に設定された。創設当初より「自ら課題を

見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよ

く問題を解決する資質や能力を育てること」と「学び方

やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主

体的，創造的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考

えることができるようにすること」がねらいとして示さ

れているように6，非認知的な側面に主眼が置かれていた。

OECD のアンドレア・シュライヒャー（Andreas Schleicher）

教育・スキル局長は，「過去 15 年の日本の学力向上は，

総合学習の成果だと考えると説明がつく。〔中略〕この結

果，生徒が主体性や独創性を発揮し，失敗から学ぶ時間

的な余裕もできた。」7と述べている。PISA の報告書にお

いても，「カリキュラム・授業をより子どもの関心を引く

学習に変えようとする日本の継続的な取り組みは，PISA
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の良い成績を生み出しただけでなく，2003 年から 2012

年にかけての児童生徒の学校への帰属意識や学習への姿

勢の顕著な改善という結果を生み出している。」8との指

摘があり，総合的学習を中心とするカリキュラム改革の

成果，とりわけ「主体性」や「独創性」，「学習への姿勢」

など，非認知的な側面への効果が強調されている。 

我が国でも，非認知的スキルは注目されつつあり，国

立教育政策研究所（2017）は国内外の非認知的スキルに

関する広範な文献研究を行い，その研究成果をまとめて

いるが9，特別活動や部活動に関する研究は示されている

ものの10，総合的学習を対象とする研究は一つも見られ

ない。また，総合的学習の効果を明らかにしようとする

研究として，奈須（2001）11や佐野（2004）12，村川ら（2015）
13，久野ら（2015）14の研究がある。これらの研究が対象

とする資質・能力には非認知的スキルに関するものも少

なくなく15，充実した総合的学習が児童生徒の非認知的

スキルの育成に寄与することを示唆しているが，これら

の研究では，総合的学習の内実が明らかになっておらず，

総合的学習のどのような要素が，非認知的スキルの育成

に貢献したのかを明らかにするには至っていない。 

そして，総合的学習の実施状況は芳しいとは言い難い。

様々な報告で，総合的学習の取り組みには地域間，学校

間（校種間），教師間に大きな差があることが報告されて

いる16。また，「一部の学校（特に中学校・高等学校）に

おいて，ねらいや育てたい力が不明確で，児童生徒自身

が，何のために活動を行い，何を学んだか自覚できてい

ない。」，「補充学習のような専ら教科の知識・技能の習得

を図る教育が行われたり，学校行事と混同された実践が

行われたりしている。」といった課題も指摘されている17。

そして，2018 年に実施された全国学力・学習状況調査の

報告書では，「地域や社会をよくするために何をすべきか

考えることがありますか」との問いに対する回答状況に

ついて，肯定的な回答（「当てはまる」および「どちらか

と言えば当てはまる」）をした児童生徒は，小学校で

49.9％，中学校で 38.8％であった18。この結果は，2013 年

に実施された同調査と比較すると，小学校では 11.2 ポイ

ント，中学校では 11.9 ポイント増加しており，改善傾向

にはあるものの，否定的な回答（「どちらかと言えば当て

はまらない」および「当てはまらない」）をしている児童

生徒が 2018 年調査においても小学校で 38.8％，中学校

では 61.1％に上っている。小学校児童よりも社会との接

点が多く，社会に参画する資質・能力を備えていると想

定される中学校生徒の多くが否定的な回答をしているこ

とは，大きな課題と言える19。 

これらの課題から，非認知的スキルの育成が期待され

る総合的学習であるが，総合的学習が非認知的スキルを

育成する効果を明らかにしようとする研究が決定的に不

足していること，そして，現状の総合的学習の取り組み

が，必ずしも児童生徒の非認知的スキルの育成に資する

ものにはなっていないことがうかがわれる。 

（３）総合的学習とサービス・ラーニング 

本研究は，非認知的スキルを育成する効果が期待され

る教育方法として，サービス・ラーニング（Service-

Learning，以下SL）に注目する。SL の定義は広範である

が，1980 年頃から米国において本格的に普及し始めた

「教室で学んだアカデミックな知識・技能を，コミュニ

ティの諸課題を解決するために社会活動に生かすことで

あり，それを通して，市民的責任や社会的役割を感じ取

ることを目的とした教育方法」20とされている。後述する

ように，近年の研究によって，SL が非認知的スキルを幅

広く育成することが明らかとなっている。さらに，非認

知的スキルの育成に関する多くの研究は幼児教育や家庭

教育の重要性を指摘するものであるが21，SL は小学生か

ら大学生まで，幅広い年齢層に対して非認知的スキルの

育成に効果があることが示されている。 

 SL を我が国の教育課程において実施する場合，その対

象として，「社会科」22や「特別活動」23などが考えられる

が，本研究は総合的学習においてそれを実現しようとす

るものである。その理由を以下に述べる。 

唐木（2010）は，「SL を学校教育に導入することで，

特に社会問題を教材として取り扱うことのできる社会科

や総合的学習では，その中で社会問題解決型の学習を成

立させることができるようになる。（中略）SL は，教員

に提示できる授業改革のための具体的な方途であるにち

がいない。」24と，社会科と並び総合的学習におけるSL の

応用の可能性を示唆している。また，倉本（2008）は，

SL のカリキュラム・マネジメントについての文献研究や

実証研究を重ね，SLのカリキュラムの編成や実施，評価，

改善の全体像を明確かつ詳細に分析している25。その上

で，総合的学習に関しては，「教科の基礎基本と体験性と

の統合」を図るカリキュラム上の共通性を示し，「SL が

我国の『総合的な学習の時間』に類似することから（中

略）アメリカの統合カリキュラム論の潮流に位置付くSL

は注目に値するであろう。」と述べ，総合的学習における

SL の応用の可能性を指摘している26。 

中留（2002）は，SL と総合的学習の共通性について，

「教科ではないが，教科を現実の世界と統合させる手段

である」，「単発（stand-alone）のコミュニティ・サービス

のプロジェクト（イベント）ではない」，「学校と地域社

会とがそれぞれ別個の形で行うものではない」という３

点を挙げている27。また，異質性については，総合的学習

が「生きる力」を育む，すなわち「個人」の自己実現に

重点が置かれているのに対して，SL のねらいの重点は子

供の「市民性」の育成であり，コミュニティの復活にあ

ると説明している28。中留は，こうしたねらいの違いを明

らかにしながらも，「ねらいは異なっていても，カリキュ

－ 18 －
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ラムや方法上の実践における共通性には並置比較できる

面を豊かにもっているのがサービス・ラーニングであり，

これから本格化していく日本の総合的な学習である。」29

と結論づけている。山田（2008）も，「サービス・ラーニ

ングの導入が最も期待されるカリキュラムは，『総合的な

学習の時間』である。両者には学習活動の目的や教育方

法に共通するところが多いこと，『総合的な学習の時間』

は高校において年間 35 時間～70 時間，入学から卒業ま

での３ケ年で 105 時間～210 時間の授業時数が確保され

るということ，さらにこの授業時間について弾力的な運

用が可能であり，授業時間を集中的にまとめ取りするこ

ともできることである。」30と，総合的学習への SL の導

入の可能性に言及している。 

これらの指摘から，総合的学習に SL を導入する価値

や可能性を見出すことができる。しかし，総合的学習は

他の教科等に比べ歴史が浅く，研究の蓄積が不足してい

る。ここで取り上げた先行研究も，総合的学習の実践に

即した研究には至っておらず，総合的学習に SL の知見

が十分に生かされているとは言い難い。さらに，SL がも

つ非認知的スキルを育成する可能性について指摘する研

究も見られない。 

（４）本研究の目的 

本研究は，先行研究や関連する知見を検討し，我が国

において重要性は認知されているものの，その育成の在

り方について十分な知見の集積がない非認知的スキルの

育成の可能性を，SL と多くの性質を同じくする総合的学

習に焦点を当てて検討し，これまで主に幼児教育や家庭

教育においてその育成の可能性が論じられていた非認知

的スキルを，小学校以降の学校教育において幅広く育成

する総合的学習の在り方を明らかにすることを目的とす

る。このことは，誕生後の歴史が浅く，その実践や効果

の検証に多くの課題がある総合的学習を改善する方途を

示すことにも繋がるであろう。なお，本研究は，SLと総

合的学習を同列には捉えていない。というのも，「教育哲

学（educational philosophy）であり教授法（ teaching 

pedagogy）」（Shumer, 1997）31である SL は，総合的学習

のような正規のカリキュラムに位置付けられた領域（時

間）とは立場や性質を異にするからである。本研究は，

SL という教育哲学および教授法を実施する場として，総

合的学習にその可能性を見出そうとするものである。 

 

２ 本研究が対象とする非認知的スキル 

ガットマンとショーン（Gutman, & Schoon, 2013）は，

非認知的スキルとして「自己認識（self-perceptions）」，「動

機付け（motivation）」，「忍耐力（perseverance）」，「自制心

（self-control）」，「メタ認知（meta-cognition）方略」，「社

会的コンピテンス（social competencies）」，「レジリエンス

（resilience）とコーピング（coping）」，「創造性（creativity）」

の８つを示している32。これらのスキルは，より柔軟で修

正可能な特性として，情緒安定性，誠実性などの比較的

安定した性格的な特性（personality traits）と区別されてい

る。すなわち，非認知的スキルは学校教育によって育成

できる，まさに「スキル」なのである。さらにガットマ

ンらは，SL と「メンタリング」「屋外活動（Outdoor 

adventure）」「社会情動的学習（Social and emotional learning）」

の４つのプログラムに関するメタ解析を行い，「SL は，

非認知的スキルを高める可能性があり，その中でも特に，

自己効力感（self-efficacy），動機付け，メタ認知方略，社

会的スキル（social skills）について効果的であると考えら

れる。」33とSLの有用性を強調している。 

「自己効力感」はバンデューラ（Bandura, 1997）が「個

人がある状況において必要な行動を効果的に遂行できる

可能性の認知」34と定義している。学習場面に限らず，

様々な状況おける良好なパフォーマンスに繋がることが

示されている35。 

「動機付け」は，自己決定理論（Deci & Ryan, 1985）に

基づくと，自律と他律の観点から，内発的動機付けと外

発的動機付けと分けて論じられる36。そして，自律性の高

さが，児童生徒の心理的ウェルビーイングの高さを予測

することが示されている37。また，期待価値理論

（expectancy-value theory）に基づくと，達成する動機は，

生徒の成功への期待と活動または課題の全体的な価値に

対する認識から構成され38，学業的な成功に対する期待

と学校教育に対する個人的な価値を高める介入は，将来

的な成果に大きな影響を与え得ることが示されている39。 

「メタ認知方略」は，「学習に最も役立つ方略の考え方

と選択，監視，計画に意識を集中させることによって，

自分の学習行動とプロセスに影響を与える目標志向的な

取り組み」40とされる。メタ認知方略には，目標設定，計

画と問題解決，自分の長所と短所の認識，成長や理解の

モニタリング，いつどのような方略を使うべきかについ

ての認識などの要素が含まれており41，多くの学業成果

に肯定的な影響を与えることが明らかとなっている42。 

「社会的スキル」は，「他者と効果的に対話し，社会的

に受け入れられない反応を避けることを可能にする，社

会的に受け入れられる学習行動」43と定義される。学業成

績や心理的健康に良い影響を与えること44，成人期の起

業家活動を予測すること45を示す研究がある。 

ガットマンとショーンが行った８つの非認知的スキル

に関するメタ解析研究では，ここで論じた４つのスキル

は，エビデンスの質および他の非認知的スキルへの影響

がすべて「中」（medium）以上であり，その他のスキルは

すべて「低」（low）あるいはエビデンスが存在しない46。

SL が影響を与える非認知的スキルは広範に及ぶと想定

されるが，本研究では，非認知的スキルの育成に寄与す

る総合的学習の在り方を明らかにするという趣旨に基づ
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き，明確なエビデンスが存在し，他のスキルへの波及効

果が明らかになっている４つのスキルを対象とする。 

３ 非認知的スキルの育成と「質の高い」SL 

本章では，非認知的スキルの育成に貢献する SL につ

いて先行研究から検討する。なお，和訳にあたっ

て，”student”はすべて「生徒」と表記しているが，初等教

育段階（児童）も含んでいる。 

（１）「質の高い」SLに関する先行研究 

SL は，1966 年に米国テネシー州の大学生がテネシー

川流域開発公社の活動の一部に参加したプロジェクトを

示す用語として初めて使用された。その後，1990 年に「国

家およびコミュニティ・サービス法(The National and 

Community Service Act)」が制定され，SL は高等教育をは

じめ初等・中等教育の場にも広く浸透し，ピークを迎え

る 1999 年には，SL 実施校が 32％を占めた（初等・中等

教育段階の全公立学校）47。しかし，その実態は多様で，

ウェイド（Wade, 1997）48は，SL の形態が多様化し，そ

れを定義することは困難な作業と指摘している。シェフ

ィールド（Sheffield, 2005）は，「すべての人のためにすべ

てであることによって，SLは急速に意味を失っている。」
49と，コミュニティにおける生徒の経験のほとんどがSL

としてラベル付けされていることが SL の「過剰定義

（over-defined）」をもたらしていると論じている。それゆ

え，SLを定義することには困難がつきまとう。ここでは，

特に効果が示されている「質の高い」SL について論じる。 

SL に関する代表的な研究として，ナショナル・サービ

ス公社（Corporation for National Service）とUS教育省の

全米教育統計センター（National Center for Education 

Statistics of the U.S. Department of Education）でSLの研究

を行ったウェスタットとチャップマン（Westat, & 

Chapman, 1999）50，スケールズとロールケパー（Scales, & 

Roehlkepartain, 2004）51は，初等・中等教育におけるSLを，

「学校を通して行われるカリキュラムに基づくコミュニ

ティ・サービス（Community Service，以下CS）」と定義

し，学校のカリキュラムに明確に位置付けられているこ

とをSL の条件としている。なお，CS は，米国において

1990 年代初頭から盛んに行われてきたボランティア体

験，福祉体験，インターンシップ体験などの社会体験を

学校の教育活動の一環として行うものである52。 

SLの著名な研究者の一人であるビリング（Billig, 2002）

は，効果が認められる SL は「アカデミックカリキュラ

ムとの繋がり」，「教室の外のグループとのパートナーシ

ップ」，「サービスと学習したことのリフレクション」の

３つの主要概念を含むことを確認した53。この主要概念

は，アイラーとガイルズ（Eyler, & Giles, 1999）54ら他の

研究者によっても支持され，全米 SL 協会（National 

Commission on Service-Learning）のSL の定義にも採用さ

れている55。 

 このように，SL の定義にはそれぞれの研究によって差

異があるものの，学校のカリキュラムに基づいて行われ，

リフレクションの機会が保障されたコミュニティとのパ

ートナーシップによって成り立つ社会体験が，おおよそ

の「質の高い」SL として定着していったと言えるだろう。 

（２）「質の高い」SLの教育的効果に関する先行研究 

その後米国では，SL の教育的効果に関する研究が登場

する。これらの研究対象は，学業成績などの認知的スキ

ルだけでなく，非認知的スキルに関するものも含んでい

る。以下，代表的な研究を取り上げる。 

セリオら（Celio, Durlak, & Dmnicki, 2011）56は，62 の研

究を対象にメタ解析を行った。この調査では，SL のプロ

グラムに参加した生徒は，自己に対する態度（d= 0.30），

学校・学習に対する態度（d= 0.30），市民的な活動への従

事（d= 0.27），社会的スキル（d= 0.30），学業成績（d= 0.43）

の５つの領域において肯定的な結果が示された。さらに，

カリキュラムに位置付けられること，生徒の声を取り入

れること，コミュニティのパートナーを巻き込むこと，

リフレクションの機会の提供することの有用性が実証的

に支持された。 

コンウェイら（Conway, et al. 2009）57によるSL に関す

る 103 の研究に対するメタ解析では，学業に対する動機

付け（d= 0.58）や学業成績（d= 0.42），ボランティアへ

の動機付け（d= 0.16），道徳的発達（d= 0.34），社会的ア

ウトカム（d= 0.28），市民性に関する結果（d= 0.17）に

おいて肯定的な結果が報告された。そして，カリキュラ

ム化されたプログラムの方がより高い効果があること，

リフレクションを構築したプログラム（SL にリフレクシ

ョンの要素が含まれたとき，または教師が SL の経験を

教室のディスカッションに統合したとき）は SL の効果

が高まることが確認された。 

（３）非認知的スキルを育成する「質の高い」SL の特質 

これらの研究から，「質の高い」SL によって，「学校・

学習に対する態度」や「市民的な活動への従事」，「自己

に対する態度」など幅広い項目で，SL に参加した生徒に

肯定的な結果が示されていることがわかる。そして，非

認知的スキルの育成を含め，効果が期待できる「質の高

い」SL が包含する特質として，以下が挙げられる。 

①生徒の声を取り入れる 

②コミュニティのパートナーを巻き込む 

③リフレクションの機会を提供する 

④学校のカリキュラムの中に位置付けられる 

これらの特質は，それぞれが様々な非認知的スキルの

育成に寄与するものと考えられるが，以下では，それぞ

れの特質の詳細と，その特質が先に述べた４つの非認知

的スキルに与え得る影響について検討する。 

①生徒の声を取り入れる 

モーガンとストレッブ（Morgan, & Streb, 2001）は，「生
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徒たちがプロジェクトにおいて発言権をもてば，SL は市

民的不参加という問題に対して一つの解決策を提供する」
58と指摘している。同様に，ハンターとパーク（Hunter, & 

Park, 2005）も，「もしカリキュラムおよび指導・学習プ

ロセスに関して生徒たちが発言権を持てば，生徒たちの

学習はもっと効果的でやりがいのあるものとなると研究

によって示されている。」59と指摘している。これらの指

摘から，生徒の「動機付け」を高める上で，生徒の声を

取り入れることに大きな価値があることが見出される。 

また，バンデューラが挙げる自己効力感を高める要因

に基づくと，生徒の声が取り入れられ，「遂行行動の達成」

が生じることにより，生徒の自己効力感に肯定的な影響

を与えることが推察される60。仮に生徒たちが直接的に

関与できなかったとしても，生徒の声が取り入れられて

いれば，「代理経験」を得ることになり，自己効力感に影

響を及ぼすと考えられる61。 

②コミュニティのパートナーを巻き込む 

SL においてコミュニティは重要な学習の場として位

置付けられているが，ここで求められているのは，表面

的にコミュニティのパートナーと関わることでも，単に

コミュニティにとって都合のよい存在になることでもな

い。ビックフォードとレイノールズ（Bickford, & Reynolds, 

2002）は，コミュニティのメンバーとの「真の関係性

（authentic relationships）」を築く上で，「うわべだけの接

触を避けることは，一つ課題をこなすだけ，１学期間（one 

semester）関わるだけでは十分でないということを認識す

ることから始められる。」62と指摘している。また，ミッ

チェル（Mitchell, 2008）は，「真の関係性は授業の最後の

日を超えて広がっていくお互いに対するコミットメント

による。」63と指摘している。これらの指摘は，生徒がSL

の期間を終えてからも継続的にコミュニティに関与する

関係性を築くことの重要性を訴えている。SL にコミュニ

ティのパートナーを巻き込み，継続的な関係性を築く過

程で，生徒の効果的な相互交流を可能にする「社会的ス

キル」や，コミュニティのパートナーから承認されるこ

とによる「自己効力感」の向上が期待できる64。 

また，ファーコ（Furco, 2010）は，コミュニティの真正

の（authentic）現実的状況に基づく，社会的な文脈に応じ

た学習経験を生徒たちに提供する SL を学究的な

（academic）SL として，コミュニティを基盤とする SL

の重要性を指摘している65。バーンズ（Burns, 1998）は，

このようなSL について，「生徒は学んだことをすべて統

合して，それをコミュニティを基盤とした状況に適用・

応用することが可能となる」66と，その意義を強調してい

る。したがって，カリキュラムに対して，コミュニティ

を基盤とした状況を適用・応用することができれば，SL

の取り組みだけでなく，カリキュラム全般に対しても生

徒の「動機付け」を高める効果が期待される。 

③リフレクションの機会を提供する 

セリオとダーラック（Celio, & Durlak, 2009）が，「サー

ビスのプロジェクトの前後に行われるリフレクションは，

単純なサービスの実施と SL への従事との違いを分ける

鍵であり，このリフレクションこそが，有益な結果の情

報の提供を可能にする。」67と指摘しているように，リフ

レクションの有無が CS と SL の決定的な違いとなって

いる。リフレクションは「省察」と訳されることもあり，

単なる「振り返り」や「反省」ではなく，メジロー（Mezirow, 

1991）が論じるような「経験の意味付けを解釈し，意味

付けを行う努力の内容とプロセスを，また努力の想定を

批判的に評価するプロセス」68である。したがって，リフ

レクションは，自分の将来のパフォーマンスの可能性の

認知に関する「自己効力感」や，自分が自分の思考を理

解しコントロールすることを可能にする「メタ認知方略」

に深く関わることが想定される。 

④学校のカリキュラムの中に位置付けられること 

シューカー（Schukar, 1997）は，「SL がミドルスクール

でのカリキュラムや指導を強化し，中等教育の理論と実

際のギャップを埋めるのに役立つ。」69と指摘している。

中等教育では，高度化したカリキュラムの内容に生徒が

意義を見出すことが難しくなることから，この指摘は適

当と言える。当然ながら，この指摘は初等教育において

SL をカリキュラムに位置付けることが不要であるとい

う理由にはならない。また，「期待価値理論」では，「若

者に学問的な科目を自分の生活にあてはめるよう促す介

入は，成績の向上をもたらす」70ことが実証されている。

したがって，この特質には②の特質と同様に，生徒の学

校のカリキュラム全般に対する「動機付け」を高める効

果が期待される。 

 

４ 非認知的スキルの育成に資する総合的学習の検討 

既に述べたように，非認知的スキルの育成が期待でき

る「質の高い」SL に含まれる特質として，①生徒の声を

取り入れる，②コミュニティのパートナーを巻き込む，

③リフレクションの機会を提供する，④学校のカリキュ

ラムの中に位置付けられる，の４点を挙げた。本章では，

これらの特質を総合的学習の趣旨に照らし，非認知的ス

キルの育成に資する総合的学習について検討する。 

①の特質については，総合的学習は児童生徒が「主体

的に取り組む学習」71であり，課題の設定においても，児

童生徒が「自ら課題を見つけ」72ることが求められている

ことから，児童生徒が自ら課題や解決方法を選択するこ

とが，主体的に取り組む学習を実現する上で不可欠と言

える。しかし，川村（2011）が，「テーマ決定のプロセス

において個々の教師や子どもの判断が減り，判断主体が

学校になり，基本的にこれまで通りのことを行うように

なってきている」73と，総合的学習がパターン化している
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ことを指摘しているように，児童生徒の声は尊重されに

くい状況にあると言える。また，②の特質では，「実社会・

実生活の中にある複雑な問題状況の解決に取り組む」74

ことが求められる総合的学習において，実社会・実生活

の中にいるコミュニティのパートナー，すなわち地域の

人々との関わりは不可欠と言える。そして，③の特質に

関しては，総合的学習では学習過程のモデルとして「探

究のプロセス」が示されているが75，「探究のプロセスの

中でも『整理・分析』，『まとめ・表現』に対する取組が

十分ではないという課題がある。」76との指摘があり，経

験についてのリフレクションの充実が課題となっている
77。なお，④の特質については，総合的学習は我が国のカ

リキュラムに明確に位置付けられているため，総合的学

習に必然的に含有されるものであり，また，④の特質に

よって高まることが予測される「動機付け」は，①や②

の特質によってもその効果が期待される。 

したがって，質の高い SL の特質①～③は，児童生徒

の非認知的スキルを育てると同時に，総合的学習そのも

のの充実にも寄与するものと言える。そこで，本研究で

は，非認知的スキルの育成が期待される総合的学習とし

て，以下の３つの特質を有する総合的学習を「サービス・

ラーニング型」総合的な学習の時間（以下，SL 型総合的

学習）とし，その効果について検討する。なお，①につ

いては，総合的学習が小学校から高等学校で実施されて

いることから，「児童生徒」に表記を改める。 

①児童生徒の声を取り入れる 

②コミュニティのパートナーを巻き込む 

③リフレクションの機会を提供する 

さて，「SL 型」に類似する概念として，「社会（地域）

貢献型」あるいは「社会（地域）参画型」が考えられる。

以下，これらの概念と SL 型との違いを明確にしておき

たい。なお，ここでは，児童生徒がかかわり得る対象範

囲すべてを「社会」とし，「地域」と区別せずに表記する。 

 社会貢献型は，その名の通り，地域や社会への貢献（サ

ービス）を主たる目的とする形態である。ポンパ（Pompa, 

2002）は，サービス自体が目的化することに対して，「最

善の注意と意識を持って進められない限り，サービスと

いうのは不本意にもパトロニゼーション（patronization）

の実践になってしまう可能性がある。」78と論じ，ヒエラ

ルキー構造を増強させ，パターナリズム的哲学を蔓延さ

せる危険性を指摘している。モートン（Morton, 1995）は，

このような「関係性の構築のための投資」と「根本的な

原因を理解し対処することへのコミットメント」が極め

て低いSL（と呼称される活動）を「慈善（Charity）モデ

ル」と分類し，「サービスの計画と提供は限定的で断片的

であり，意思決定のプロセスは閉ざされており，問題の

構造的原因を理解したりそこに影響を与えたりする試み

はほとんど行われていない」と評している79。ここでは，

サービス自体が目的化される社会貢献型と，児童生徒の

声が取り入れられ，意思決定のプロセスに児童生徒が関

与する余地があること，そして，コミュニティのパート

ナーを巻き込み，問題の本質的な解決に取り組むことを

志向するSL 型総合的学習とを明確に区別する。 

 社会参画型についても同様に検討したい。社会参画に

関する研究の第一人者であるロジャー・ハート（Roger A. 

Hart）は，彼の著書『子どもの参画』において，子どもの

参画を子どもの主体性の大きさに基づいて８つの段階に

分け，「参画のはしご」として示している80。社会参画型

は，子ども（児童生徒）の主体性の大きさに着目してい

る点で，社会貢献型とは大きく異なっている。特にハー

トが最上位の参画の形態としている「子供が主体的に取

りかかり，大人と一緒に決定する」参画は，SL 型総合的

学習の特質①および②と深く関わっており，この点は社

会参画型と SL 型との共通点と言える。その一方で，社

会参画を志向する SL では，学習目標よりも社会参画の

過程や結果が強調される。サイモン（Sigmon, 1996）は，

SL におけるサービスと学習との関係性を以下のように

類型化しており，SL におけるサービスと学習のバランス

を的確に表現している。 

service-LEANING：学習目標が第一。サービスのアウ

トカムは二の次。 

SERVICE-learning：サービスのアウトカムが第一。学

習目標は二の次。 

service-learning：サービスの目標と学習目標が別々で

ある。 

SERVICE- LEANING：サービスと学習目標のウェイト

が等しい。すべての参加者に対してどちらかがも

う一方を強化する。81 

サイモンは，学習目標が満たされ，さらにコミュニティ

のニーズも満たされ，サービスが学習目標とつながって

いる“SERVICE- LEANING”が望ましいバランスである

と論じている。その上で，ビリング（Billig, 2009）は，サ

ービスという行為と学習という考えとの間の変革を起こ

す関係（transformative link）を提供するために，リフレク

ションの機会が重要であることを強調している82。SL 型

総合的学習についても，総合的学習の学習目標の達成と

コミュニティのニーズを満たすことのバランスを保つこ

と，そして，リフレクションによってサービスと学習を

繋ぐこと（すなわち，SL 型総合的学習の特質③を包含す

ること）を志向するものとする。加えて，我が国におけ

る社会参画に関する教育実践のほとんどは社会科を対象

にするものであり83，その趣旨は公民的資質，SL で言う

ところの市民性（citizenship）の育成にある84。社会参画

が強調される教育実践は，総合的学習における取り組み

であっても，社会科で目指す資質・能力の育成が強調さ

れ，総合的学習の「総合的」な側面，すなわち，「横断的・
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総合的な学習」85としての側面が失われる可能性がある86。

SL 型総合的学習は，社会科を含む様々な教科等の学びが

総合的に活用されることを目指すものであり，単一の教

科等の枠組みに限定されるものではない。 

したがって，SL 型総合的学習は，社会参画を包含する

が，リフレクションの役割，そして総合的学習の学習目

標の達成が強調されるという点で，社会参画型と区別し

て捉えるものとする。 

 

５ SL型総合的学習の有用性の検討 

総合的学習の実践において，我が国で「SL 型」と銘打

って取り組まれているものは見られないが，本研究のSL

型総合的学習に当てはまる，あるいは多くの特質が当て

はまる実践は見られる。本章では，市川（2012）87および

足利（2015）88の実践事例を基に，SL型総合的学習の特

質に基づく手立てが非認知的スキルに与える影響につい

て分析し，SL 型総合的学習の有用性を考察する。なお，

これらの実践事例はいずれも日本生活科・総合的学習教

育学会が刊行する『生活科・総合の実践ブックレット』

において，全国各地の優れた実践として，査読を経て掲

載されたものである89。 

（１）実践事例の概要 

事例１「北本トマトでまちおこし～MEDE IN 

KITAMOTO～」 

 埼玉県北本市立西小学校は，全校児童 600 名弱の中規

模校である。市の中心にありながら，住宅街と田園地帯

に挟まれ，自然豊かな環境にある。地域連携に積極的に

取り組んでおり，2019 年度より同市初の「コミュニティ・

スクール」モデル校としての研究指定を受けている。 

 本実践（第５学年，配当時間数 70 時間）も，地域との

深い関わりの中で取り組まれている。一学期に，児童ら

はタウンウォッチングに出かけ，地域の気になる対象に

ついて追究をしていった。その中で，地域の特産物がト

マトであること，現在は市内に 14 件の生産農家しかな

く知名度も高くないこと，そして，90 年前には全国に名

をはせたブランドトマトがあったことが見えてきた。 

 こうした事実を知った児童らの課題意識は一気に広が

り，トマトの PR 活動をしている市役所，地域の歴史に

詳しい地元の人，生産農家，地元の和菓子屋の店主など

との関わりを深めていった。二学期が終わる頃になると，

児童らはトマトに関わる誰もが町を大切に考えているこ

と，この町を誇りにしているということを感じ取ってい

た。そして，児童らは「自分たちも町の特産であるトマ

トを使い，この町を盛り上げたい。まちおこしがしたい。」

との課題意識をもつに至った。追究や話し合いを重ねて

いく中で，市役所の職員から，トマトを使ってB 級グル

メを開発しないかと提案を受けた。児童らは話し合いの

末に，地元のトマトを使い，誰でも手軽においしく食べ

ることができる「B 級グルメ」を開発し，町を有名にす

ることを目指すことになった。三学期には試作会を開き，

飲食店組合の方，商工会議所の方，市役所の職員らを招

き，試作品についての評価を受けた。トマトの原種の栽

培に挑戦したり，試作を重ねたりと精力的に取り組む児

童らの姿に触発されるように，関わった大人からも「ト

マトでまちおこしを」との声が聞かれるようになった。

その後，北本市では実際にB 級グルメの大会が開催され

ることとなった。 

事例２「私たちの町づくり～CMプロジェクト～」 

 大分県佐伯市立西浦小学校は，全校 30 名（当時）の小

規模校である。総合的学習では，学年ごとに大きな学年

テーマを設定しており，本実践の第６学年は，「これから

の町づくり」と，地域への参画に重点を置いたテーマと

なっている。本実践は，その中の単元の一つであり，30

時間が配当されている。 

 同校が立地する地域は，過疎化や水産業の衰退といっ

た課題を抱えている。児童らは，自分たちの生活やこれ

までの学習を振り返り，地域のイメージ（プラス面およ

びマイナス面）をKJ法で整理し，地域の課題を「人やお

店が少ない」，「交通の便が悪い」の２点に集約した。一

方で，「水産業」や「きれいな海と景色」を町の魅力とし

て挙げ，これらを CM（コマーシャル）としてアピール

することで，地域の課題を解決したいと考えるに至った。 

町の魅力をどのように表現すればよいのか困った児童

らは，地域の広報活動に精力的に取り組んでいるNPO法

人の代表者を学校に招き，アピールする点を整理してい

った。CM の企画会議では，地元ケーブルテレビの番組

制作に携わっているスタッフを学校に招き，絵コンテや

撮影方法など，プロの立場からの技術的なアドバイスを

受けた。CM 撮影では，漁業協同組合の方や水産会社の

職員をはじめ，地域の様々な人々に協力を仰いだ。CM の

内容の再検討の会議では，前出のNPO 法人の代表者，市

の観光協会の事務局長，地元ケーブルテレビ局のキャス

ターなどを学校に招いた。厳しい指摘も受け，シーンを

撮り直すことにもなった。CM の制作では，タブレット

端末を使用し，限られたCM の時間の中にどのように必

要な情報を入れ込むか，どのような伝え方が効果的か，

といったことを考える過程で，様々な教科等の学びの成

果を結集することが求められた。 

 こうして制作されたCM は，地元ケーブルテレビで放

送されることとなった。このCMはスポンサーが付く「本

物の CM」ではないため，数回放送された後に終了を迎

えたが，視聴者からの反響は大きく，地域住民からの感

謝や賞賛の言葉が児童らの元に届いた。 

（２）実践事例についての考察 

 以下，２つの事例について，４つの非認知スキルの視

点から，SL 型総合的学習の有用性について考察したい。 
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１）自己効力感 

事例１では，B 級グルメの開発の過程で，これまでの

学習の成果を生かして，児童たちが話し合いながら試作

品を作っている。事例２では，CM 制作の過程で多くの

地域の大人に協力を仰ぎ，アドバイスを受けているが，

CM 制作の主体は児童である。いずれの実践も，児童の

声が尊重されていることが読み取れる（特質①に基づく

手立て）。 

事例１では，児童らが作った試作品に対して，料理関

係者から厳しい評価が下るが，児童は感想に「飲食店組

合や市役所の人，食改〔注：食生活改善推進員協議会〕

の人たちは私たちの取組をこんなにも真剣に考えてくれ

ている。」90と書き残し，その後，児童らは認めてもらえ

るまで前向きに粘り強く試作を繰り返している。また，

事例２では，児童らが制作したCM の反響から，児童ら

が「大きな自信を得た」91ことが報告されている。児童の

声を取り入れた活動の展開が，児童らの自己効力感を高

める役割を果たしたことがうかがわれる。 

また，事例１では，なかなか試作品が認められない中

で，これまでの取り組みを振り返りながら，どうしたら

B 級グルメとして認めてもらえるか，繰り返し問い続け

ている（特質③に基づく手立て）。 

試食会を終えた児童は，「そんな簡単にレシピはできな

いけども，クラスのみんなとなら絶対にいろいろな人が

納得できるものを実現できる。」92と感想を残している。

ここから，児童らの自分の将来のパフォーマンスの可能

性に対する認知を読み取ることができる。リフレクショ

ンの機会が児童らの自己効力感を高めることに繋がった

と考えられる。 

さらに，事例１ではB 級グルメの開発のために関わっ

た地元の関係者，事例２ではCM 制作に関わった地域の

人々から，児童の取り組みが承認される場面が設定され

ている（特質②に基づく手立て）。 

事例１では，単元を終えた児童から，「この活動をした

ことで，ぼくは町の一員になったと胸を張って言える」
93との声が聞かれたことが報告されている。また，事例２

では，「地域の方にも喜んでいただき役立ち感を得ること

もできた。」と報告されている。他者への「役立ち感」は，

自分の資質・能力に対する肯定的な信念となり，自己効

力感の獲得に繋がる94。これらの記述や報告からも，児童

の自己効力感の高まりがうかがわれる。 

２）動機付け 

事例１では，市役所の職員からB級グルメの開発の提

案を受けるが，その提案を受け入れるかどうか，児童ら

が話し合い，決定している（特質①に基づく手立て）。 

提案を受けた児童らは「自分たちがやろうとしている

ことは〝まちおこし〟であって，B 級グルメというイベ

ントのようなものを行うことが目的ではない。B 級グル

メは何か軽いような感じがして，考え方そのものが違う

のではないか」95と反応し，簡単には受け入れていない。

B 級グルメを開発する意味を話し合い，最終的には「町

が有名になり，この町に住んでいることに誇りをもつこ

とができるのではないか」96との考えに至り，全員が納得

してB級グルメの開発に挑戦することを決め，その後の

息の長い活動に繋がっている。ここに，児童らの高い「動

機付け」を見取ることができる。 

また，いずれの実践も地域の真正の現実的状況（地域

産業の衰退，過疎化など）に基づいている。このような，

実社会・実生活の中にある複雑な問題状況の解決には，

コミュニティのパートナーとの関わりが欠かせない（特

質②に基づく手立て）。 

事例１では，「活動が進むにつれて，授業内外を問わず，

自分たちから積極的に地域の人へかかわろうとしていっ

た。」97と実践者が振り返っているように，コミュニティ

のパートナーを巻き込む真正の学びが，児童の動機付け

を高めたことがうかがわれる。事例２では，実践者が「当

初の目的であった多くの人達に地域をアピールするとい

う意味では，数回の放送で終了してしまうCM では，十

分だったとは言い切れない。」98と論じているように，CM

制作の活動のみでは地域との関係性を築き，課題の解決

に向かうことは難しいと言える。しかし，この実践で築

かれた地域との関係性は，単元内に終始するものではな

く，真正の学びを生み出す土台となるものであり，児童

の動機付けを高める重要な要素と言えるだろう。 

３）メタ認知方略 

 事例１では，町おこしの在り方に関する議論や試作品

の改善の過程において，事例２では， CM の内容を見直

し修正を繰り返す中で，児童らは経験を基に，自分や仲

間の計画や成果を批判的に分析し，新しい方向性を見出

そうと試みている（特質③に基づく手立て）。 

事例１では，話し合いを終えた児童の感想として，「か

べにぶつかったら話し合いをして，乗り越えていく。総

合って人生に似ているのかなと思った。（中略）自分たち

が成長したということも実感した。」99との記述が残され

ている。事例２では，互いにCM の制作過程に関わり合

い，その過程を振り返ることが「互いの意図や構成を主

体的にも客体にも見る経験を重ねる」100ことになったと

して，CM 制作を通して児童らがメタ認知方略を獲得し

ていったことが叙述されている。これらの児童の感想や

実践者の捉えから，リフレクションの機会が児童らのメ

タ認知方略の獲得に寄与したことが読み取れる。 

４）社会的スキル 

いずれの実践も，多くの地域の人を学校に招いている

が，単にゲストティーチャーとして多様な人と関わる機

会を設けているだけではない。事例１では，B 級グルメ

の開発のために何度も地域の関係者と協議する機会を設
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けている。事例２では，それぞれのグループの児童がCM

制作のために取材対象に直接交渉させている（特質②に

基づく手立て）。 

資料の性質上，社会的スキルの向上を示す客観的なデ

ータは示されていないものの，これらの活動を進める上

では相当の社会的スキルが求められることから，コミュ

ニティのパートナーを巻き込む活動を通して，児童らに

一定の社会的スキルが育成された，あるいは，児童が有

している社会的スキルが発揮されたことが読み取れる101。 

以上のように，２つの実践事例は SL 型総合的学習の

特質が踏まえられており，資料の性質上，その実証性に

は課題があるものの，SL 型総合的学習が非認知的スキル

の育成に寄与する可能性が示された。SL型総合的学習の

一定の有用性が支持されたと言えよう。 
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ABSTRACT 
In recent years, "non-cognitive skills" are receiving attention around the world. In Japan as well, the current revision 

of the government curriculum guidelines cites "the ability to pursue learning, humanity, etc." with the aim of utilizing 
learning in one’s life and society as qualities and abilities to strive to cultivate. In Japan, the period for integrated 
studies (comprehensive learning time) places especially high emphasis on the cultivation of non-cognitive skills, but 
there are many issues in the period for integrated studies efforts.  

This study focuses on service-learning, which research in recent years has been clearly proven to improve non-
cognitive skills, and examines the introduction of the "service-learning model" into the period for integrated studies, 
which is expected to promote proactive participation in society and community by young students. It was found that 
the "service-learning model” of the period for integrated studies, which possesses the three features 1) incorporation 
of student opinions, 2) involvement of community partners, and 3) opportunities for reflection, contributes to the 
cultivation of non-cognitive skills in young students and leads to the further enrichment of the period for integrated 
studies, namely "self-efficacy," "motivation," “meta-cognition strategies,” and "social skills." 
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the period for integrated studies, service-learning, non-cognitive skills 
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